首都圏等のIT企業様との対面式による立地環境PRプレゼン資料作成
■プレゼン資料コンテンツ
＜交通アクセス＞
主要都市から日帰り可能！

空路
東京から約75分
名古屋から約80分
大阪から約90分
【東  京―青森】1日6往復
【大  阪―青森】1日6往復
【名古屋―青森】1日4往復
【神　戸―青森】1日2往復

鉄道
東京から1日21往復
【東京－新青森間】　最速２時間５8分
【東京－八戸間】　　最速２時間４1分
【新青森－新函館北斗間】最速５７分
日本列島空路・鉄道アクセスイメージ（図）



＜リスク分散・生活環境＞
企業と暮らす人々を支える！

年間平均気温10．7℃
大都市圏より５℃以上低い◢空調コストの低減
青森の月別平均気温・降水量（グラフ）

過去10年間接近した台風が少ない
近年の主要台風の経路図（図）
過去10年間水害被害も東北で最小
過去10年間の東北地方県別水害被害額（グラフ）

通勤時間30分未満が74.1%
都市別通勤時間比較（グラフ）

快適で便利に生活できるまち
家賃が安い全国1位
一住宅あたりの家賃（1㎡あたり）東京都66,470円 ＞ 青森県38,264円
出典：総務省「平成30年住宅・土地統計調査」



住宅地が安い全国2位
住宅地の平均価格（１㎡あたり）東京都378,100円 ＞ 青森県16,100円
出典：国土交通省「令和元年地価調査」

手に入る食材が美味しい全国1位
外食額 全国平均172,378円 ＞ 青森県106,138円
出典：総務省統計局「2017～2019家計調査」

認定こども園 認可・認定件数全国1位
全国平均10.2件 ＜ 青森県49.8件
0～5歳 人口1万人当たりの認定こども園 認可・認定件数
出典：内閣府「認定こども園に関する調査（R1.4.1）」及び総務省統計局「平成27年度国政調査人口等基本推計」

温泉地数全国5位
青森県125箇所　
出典：環境省「温泉利用状況（H31.3）」



＜人材確保＞
青森県が誇る勤勉な人的資源！

大学数・大学生徒数は東北2位
約16,807名／10大学　

教育機関数と学生・生徒数青森県教育委員会「令和2年度学校一覧」
大学11校16,807名（大学院1,027名含む）
弘前大学、青森県立保健大学、青森公立大学、青森大学、青森中央学院大学、東北女子大学、弘前学院大学、弘前医療福祉大学、八戸工業大学、八戸学院大学、北里大学
高等専門学校1校891名
八戸工業高等専門学校
専修・各種学校38校2,399名
青森中央経理専門学校、S.K.K.情報ビジネス専門学校、専門学校アレック情報ビジネス学院など
短期大学5校1,050名
青森明の星短期大学、青森中央短期大学、八戸学院大学短期大学部、弘前医療福祉大学短期大学部、柴田学園大学短期大学部、
高等学校83校31,940名
普通18,414名　工業4,275名　商業2,491名　総合2,335名　農業1,659名　その他2,766名





人財確保を可能とするサポート体制
地元紙へ求人広告を掲載
紙面イメージ（図）

IT・コンタクトセンター企業PRパンフレット作成
表紙・中面イメージ（図）

求人情報の発信・提供
青森県へUIJターン就職を支援サイト（図）




＜優遇支援＞
充実の優遇制度やサポート！

青森県IT・コンタクトセンター関連産業立地促進費補助
≪コンタクトセンター企業≫
通信回線の使用に要する経費
3,000万円／年額（3年間）・補助率1/2


貸しオフィス等の賃借に要する経費
700万円／年額・補助率最大1/2


福利厚生スペース等の整備に要する経費
250万円／1社あたり・補助率1/4


貸しオフィス等の賃貸に要する経費（増設）
1,400万円／年額・補助率最大1/2

※一定の要件があります　←　ページ片隅にでも

≪IT企業≫
通信回線の使用に要する経費
180万円／年額（3年間）・補助率1/2


貸しオフィス等の賃借に要する経費
480万円／年額・補助率1/2


地元従業員の雇用に要する経費
30万円／新規常用雇用者1名につき（3年間で限度額270万円）
※一定の要件があります　←　ページ片隅にでも

青森県空き工場・オフィスバンク
オフィスバンクサイトイメージ（図）

マップ、物件種別、面積、立地条件などご希望の条件に合わせて物件検索！
ご希望の物件がない場合でも、県職員が物件探しをサポート！


＜誘致企業認定制度＞
社会的認知や企業ブランド力の向上に！

県外に本社のある企業又は県外に本社がある企業の50％以上の出資により設立された企業で、立地に関してあらかじめ県と協議をしている企業を誘致企業として認定します。
※認定には各種要件がございます。

≪認定プロセス≫
1．事業所開設計画書　企業様 ⇒ 青森県・市町村
2．誘致企業認定可否　青森県・市町村
3．基本協定書調印（立地調印）　企業様・青森県・市町村
　　①調印式
　　②記者発表（立地計画公表）
　　調印式イメージ（画像）
　　報道掲載イメージ（画像）

以上
